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推計対象（大分類） 推計対象（小分類） 

１） キングスカイフロント 

の拠点形成による

社会経済的効果

① 立地機関の施設整備等に伴う建設投資による経済波及効果・税収効果 

② 立地機関の研究・経済活動（生産・消費等）による経済波及効果・税収効果 

２） 羽田連絡道路の

社会経済的効果

③ 羽田連絡道路整備に伴う建設投資による経済波及効果・税収効果 

④ 羽田連絡道路により新たに可能となる経済活動（生産・消費等）による 

経済波及効果・税収効果 

⇒「新たに可能となる経済活動」として以下の３つのシナリオを想定 

・ シナリオＡ ： 羽田空港利用者のニーズを踏まえた宿泊施設の整備 

・ シナリオＢ ： 国内外の研究者を対象とした会議・セミナーの開催 

・ シナリオＣ ： 羽田空港利用者をターゲットにした滞在型観光の展開 

殿町国際戦略拠点キングスカイフロントの形成による経済波及効果について（概要）

１ キングスカイフロントの社会経済的効果の推計対象（報告書１ページ）

○推計対象は、次のとおり分類し、各項目について市内への経済波及効果額及び誘発就業者数を推計し、 

あわせて、税収効果も推計しました。 

○経済波及効果は、ある産業に追加的に新たな需要が生じたときに、その需要を満たすために原材料等 

の取引や消費活動を通じて他の産業にも波及する経済的影響を示したもので、「直接効果」、「間接１次 

波及効果」、「間接２次波及効果」の３つの効果に分けることができます。 

○本市の場合、市外からの通勤者が多く、間接２次波及効果の推計には市内居住率を考慮しました。

２ 経済波及効果の推計の基本的な考え方（報告書２ページ）
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（参考）経済波及効果の波及イメージ 

３ 経済波及効果の推計結果（報告書５ページ～） 

○「キングスカイフロントの拠点形成」及び「羽田連絡道路の整備」によってもたらされる、市内への 

経済波及効果額の合計は、平成 23～32 年度の間で 2,481 億円。誘発就業者数は、10,164 人。 

さらに、羽田連絡道路により可能となる経済活動から、118 億円／10 年の経済波及効果及び 706 人 

の誘発就業者数が見込まれます。 
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○税収効果は、「経済波及効果に伴う個人・法人税等の税収効果」及び「施設整備に伴う固定資産税等 

の税収効果」を算出しました。 

４ 税収効果の推計結果（報告書２４ページ～） 

■税収効果の推計結果 

○キングスカイフロントの拠点形成と羽田連絡道路による税収効果は、経済波及効果による個人・法人 

税収等及び施設整備による固定資産税収等で、約 120 億円/10 年を見込んでいます。 
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■（参考）不動産価値上昇による固定資産税・都市計画税の増収 

○税収効果は、土地区画整理事業施行前から比べると、今後 10 年間で 14 億円（年間で 1.4 億円）の 

固定資産税の増収となる見込みです。（※土地区画整理地区内のみで推計。） 

５ 今後の取組（報告書３３ページ） 

■イノベーション創出に向けた拠点活動の効果測定 

○今後、次々とイノベーションが創出されるような国際戦略拠点の更なる発展に向けて、研究や事業活動 

の活性化等を通じて、キングスカイフロントから取組成果を生み出していくことが重要です。 

○そのため、キングスカイフロント発の研究や事業活動など拠点活動の効果を、定量的・定性的に評価 

する手法を検討し、継続的に立地機関等へのアンケート調査などを実施して評価を行った上で、施策等

にフィードバックすることにより、クラスターの成長段階に合わせた効果的な取組を展開していきます。 


